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研究成果の概要（和文）：　地域社会の維持再生の要件を生活構造分析によって把握した。個々人が社会構造に
アクセスするパタ－ンの総体を生活構造とし、生活条件の不利性の高い離島地域（徳之島の伊仙町など）を対象
地域として人口再生産基盤・家族安定基盤・生活ネットワーク・生活安定基盤の現状を把握した。こうした人口
減少地域の生活構造の把握を起点として、人口減少社会における地域社会の維持再生モデルの再構築を行った。

研究成果の概要（英文）：We identified the requirements to maintain and reproduce the local community
 by life structure analysis. Considering the whole pattern that individuals accesses social 
structures as the life structure, we grasped the present conditions of population reproduction, 
family stability, life network and life stability, targeting remote islands (such as Isen Town on 
Tokunoshima) where living conditions are not favorable. By grasping the life structure of this 
depopulated area, we reconstructed the model of the community to maintain and reproduce.

研究分野： 地域福祉社会学

キーワード： 過疎地域　人口減少　生活構造　少子高齢化　人口移動　離島　Uターン　まちづくり
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究で採用した生活構造分析によって、離島地域の人々は隣接する地方都市との間を移動しながら教育や医
療などの社会サービスを活用しつつ、生活を維持している実態が把握できた。このため、隣接する地方都市との
関係を十分に検証し、人の相互移動と社会資源へのアクセシビリティの実態把握に基づいた離島地域の生活支援
策の検討が必要であるといった、政策論的、社会的に意味のある知見が得られた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 農山村、離島を中心とする過疎地域では、1990 年代以降にとりわけ顕著となった人口自然減
によって、地域社会の維持が困難となり、自治会などの地域組織の弱体化が危惧されている。
確かに、「限界集落」論や、日本創世会議の増田寛也レポートなどの各種の研究・政策提言に認
められる、いわば地域社会崩壊論は、これまでの社会制度や既存の官庁統計に対する解釈枠組
みを前提とすれば説得的なものともいえ、実際に大きな社会的反響を呼び起こした。 
 しかし、このような地域社会崩壊論に立脚する先行研究に内在している地域社会理解は、現
代社会における社会構造上の変容と、そうした変容が日常生活レベルでの生活構造に与える影
響に対し十分な注意を払っているとはいいがたい。また、統計データに基づく静態的な地域社
会把握では、地域社会構造の一部は把握できたとしても、人々の生活実態からはかなり遊離し
ており、過疎地域をはじめとする人口減少地域の現状を十分に捉えきれていない。例えば、本
研究の調査対象地域の一つである鹿児島県大島郡伊仙町（徳之島）は、就労条件などに不利性
のある離島であるにもかかわらず、一定数の青年層の U ターンもあって、合計特殊出生率 2.8
程度が維持されている。こうした多様な過疎地域の事例を横断的に捉え、こうした事態が出現
する条件については、これまで十分に検討されてこなかった。背景には、地域社会の変化を捉
えるための方法論が適切でなかったことがある。そこで本研究では、生活構造分析を採用する
ことによって、地域社会分析のための方法論の拡張も目指した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、人口減少社会に対応し得る総合的な社会モデルの再構築を行うことにあっ
た。具体的には、著しい人口減少を経験した九州、中国地方の離島地域等を対象とした生活構
造分析により、住民の生活実態の動態的な把握を目指した。 
 生活構造とは、個々人が社会構造にアクセスするパターンの総体である。人々の生活が社会
構造に直接的に規定されている部分があると同時に、生活構造の存在によって社会構造からの
影響を緩和し、社会構造自体に変化をもたらす可能性を持つ点に留意しながら、本研究では生
活構造を時間（具体例：過疎地域における高出生地区の評価など）、空間（具体例：世帯の極小
化における別居子の役割の評価など）、社会関係（具体例：子育てサポートネットワークの評価
など）、経済（具体例：過疎地域における貧困の評価など）といった 4 アスペクトから捉え、
それらを複合的に用い、過疎地域である離島地域を対象として、過疎地域の維持再生基盤の実
態を把握した。そのうえで、4 アスペクトに基づく分析を通じて、社会の維持再生の基礎とな
る人口再生産基盤、家族安定基盤、生活ネットワーク拡張、生活安定基盤の各モデルを検討し
たうえで、総合的なモデル構築を行うことを試みた。 
 一般に、過疎地域である離島地域はこれらの基盤が衰退していると語られてきたが、既存の
静態的分析では、その実態を正確に捉えられてはいなかった。過疎地域の生活構造を的確に把
握することを起点として、全般的人口減少社会における地域社会の維持再生モデルを再構築を
行った。すなわち、もっとも不利な状況に置かれ、崩壊の危機にあると考えられてきた過疎地
域に出現している多様な維持再生の事例を評価し、農山漁村的な生活構造を有する過疎地域で
あるが故に、維持再生の可能性を持つことを明らかにした。 
 
３．研究の方法 
 2016 年 12 月 10〜12 日に伊仙町、徳之島町において、子育て中の住民、子育て支援活動者、
Uターン・Iターン者、福祉専門職などに聞き取り調査を実施した。そのうえで、伊仙町役場の
協力を得て住民基本台帳登載者からの無作為抽出を行い、以下のような社会調査を実施した。 
 調査の名称：「伊仙町における住みよい地域づくりアンケート」 
 実査時期：2018 年 1月 30日〜2 月下旬 
 調査方法：郵送法 
 調査対象：鹿児島県大島郡伊仙町の 20歳以上住民 
 調査対象者数：2000 人（2017 年 12 月住民基本台帳登載 20歳以上） 
 抽出方法：無作為抽出 
 回収数（回収率）：434 人（21.7％） 
 本調査の回収率は 21.7％と低いものとなった。実査時期の後半が、農繁期（馬鈴薯の収穫期
など）と重なったことなどが理由として考えられる。また、設問数が多く、回答負担が大きか
ったことも一因かもしれない。今後の調査実施の際には、十分注意することとしたい。 
 また、伊仙町での調査に加え、比較対象として、山口県萩市の離島である相島、大島でもほ
ぼ同内容の調査票を用いた社会調査を実施した。なお、本研究成果報告書では、紙幅との兼ね
合いもあり、伊仙町調査から得られた結果を紹介する。 
 
４．研究成果 
 伊仙町調査から得られた主な知見は、以下の通りである。 
(1) 人口還流、定住経歴、移動に関する知見【空間アスペクト】 
・徳之島は人口還流（Uターン）が非常に多い社会であり、7割弱の人々が人口還流を経験し

ており、徳之島は「還流型社会」と捉えられる。 
・徳之島は土着型の定住経歴が多く、土着的な社会であり、土着的な還流型社会である。そ



れを支えるのは、社会学的要因が大きく、経済合理的行為からは説明がつけがたい。 
・伊仙町住民の日常型移動は自動車を主たる手段としているが、人々の生活欲求やアクセシ

ビリティには差異があり、高齢層の動向には注意が必要である。 
 
(2) 生活環境評価、将来展望に関する知見 
・生活環境評価としての、総合的な地域の住み心地は高く評価されているが、全体としての

評価は高いものの、「まあ良い」と答えた人の割合が大きいグループ（人間関係、教育環
境など）に注意すべきである。 

・地域認知と社会参加の関係性として、地域での社会参加が増加すれば地域認知を狭め、よ
り生活に密着した範囲を地域とみなすようになる。 

・老後の生活に対して不安を感じている人の比率は、全国よりも低い。 
・老後生活の不安には、年齢が高い人ほど不安感が高いもの（健康・からだ、時代の変化、

地域団体の活動衰退など）、年齢が高い人ほど不安感が低いもの（生活費）、年齢によって
あまり変化が見られないもの（家族、人間関係）があった。 

・死を迎える場への希望と、実際に見込まれる死の場所には乖離があり、死に至るまでの福
祉・保健医療サービスの利用による移動を多くの人が意識している。 

・死に至るまでの自宅から医療、福祉施設への移動は、地域社会で取り結んできた関係性の
衰弱、切断をもたらす可能性がある。 

 
(3) 子育てに関する知見【時間・社会関係・経済アスペクト】 
・制度的な子育ての環境に対する評価は分かれており、伊仙町の高い出生率は、子育て環境

が整っているから実現している、と断定的にいうことはできない。 
・家族、親戚関係、近隣関係などによるインフォーマルな関係性による支援への認知が、子

育て環境の肯定的評価と関連していることが示唆された。 
・親が子育て上の重要な資源となっており、それが子育て環境の肯定的な評価の背後にある。 
・親のみならず、親族・近隣による扶助もあり、複数の扶助関係が認められる。 
・家族・子・孫を生きがいとする人が多く、また伝統的家族規範も強い。 
・子どもがいる人々ほど、家族への愛着が高く、子育てや介護を家族で担っていくという意

識が強く、人生の中でもっとも大切なものは家族であると考え、生涯を独身で過ごすのは
望ましくないと考えていた。 

・しかしそうした価値観は、伝統的家族規範と独立して存在しており、性別・世代・出身地・
子の数や交際頻度を超えて共有されている。またそれは、地域への信頼感情と相補的なも
のである可能性がある。 

・高出生率の背景には、社会関係の緊密さによるサポート体制の充実だけでなく、家族や地
域への愛着が強く、この地域で家族や子どもと暮らしていくという人生の過ごし方に幸福
を感じている人々の姿があった。 

 
(4) 小括 
 以上の知見から、空間アスペクト、経済アスペクトの観点からすれば条件不利地域であるが、
社会関係アスペクト、時間アスペクトが、これらの条件不利性を補完していることがうかがえ
た。具体的にいえば、経済的には低位の離島でも、「暮らし」という総合的包括機能が維持・活
性化されている「生活構造」（「暮らしやすい」状況、特に社会関係の緊密性）を有する一定の
範囲の生活圏の中では、出生率が高くなるということが明らかになったともいえる。 
 こうした知見は、各研究分担者が論文、学会報告などによって公表しつつある。 
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